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１．アーキテクチャ検討の意義
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アーキテクチャ検討の意義（報告書*より引用・一部変更）

4

各者が個別に自律運行に必要なサービスイン
フラを整備することは困難

社会全体で取り組むべきアーキテクチャを
設計し、各者が役割を担うことが成功の鍵

データ

H

長期・多額の
投資が必要

情報基盤運行支援基盤

IoTインフラ

データ

認証

コミュニケーション
リスクマネジメント

責任ルール

保険

ビジョン実現に必要な機能を具体化1

機能の担い手や関係性をデザイン

2 協調領域と競争領域に機能を分類

3

必要な環境整備に関する取組を具体化4

各担い手が自らの役割を遂行5

標準化や共通
化が必要

(*)本資料中で単に「報告書」と記した場合「自律移動ロボットアーキテクチャ
設計報告書」を示す

新しい
ガバナンスが必要

共通ルール等
の整備が必要
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２．アーキテクチャ設計報告書の概要
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「自律移動ロボットアーキテクチャ設計報告書」の構成

2022年7月にデジタル庁に提出した。
自律移動ロボットアーキテクチャ設計報告書ダウンロードリンク＜https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pdf/pj_report_autonomousmobilerobot_doc_202206_1.pdf＞

6

https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pdf/pj_report_autonomousmobilerobot_doc_202206_1.pdf


2. ビジョン

2.1 コンセプト
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自律移動ロボットにより実現される社会

7

自律移動ロボットが活躍してデジタル完結・自動化・全体最適化が進む社会システムを構築し、人々は
時間・場所の制約から解放されて価値ある活動に注力でき、エコシステム全体で成長して利益が適切に分
配される社会を実現し、社会課題解決・産業発展につなげる。

エコシステム全体で成長して
利益を適切に分配

時間・場所の制約からの解放により、人間はより価値ある活動へ

• 少子高齢化に伴う過疎化や労働力不足

• 災害激甚化

• インフラ老朽化

• カーボンニュートラル

• 感染症拡大

社会・利用者・事業者の課題解決・便益向上
• 海外プラットフォーマー依存

• 相対的な生産性の低下

• 国際競争力の低下

収益の向上・共有産業の魅力向上・活性化

オペレーションの指示

いつ・どこでも「コト」「モノ」を享受

デジタル完結・自動化・全体最適化

デジタル田園都市構想の実現に向けて 新しい資本主義の実現に向けて

より自由な活動

報告書抜粋報告書抜粋



2. ビジョン

2.1 コンセプト
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様々な業種やミッションへの対応（範囲の経済性） 多種多様な自律移動ロボットの組み合わせ

サービスアーキテクチャの事業経済性（マルチモデル）

8

様々なミッションへ同一の自律移動ロボットを活用することで稼働率を向上し（マルチドメイン）、一度の運
行で複数目的を達成し（マルチパーパス）、複数の自律移動ロボットの連携により人間の介在をなくす
（マルチモーダル）により、高い事業経済性を達成する。

マルチドメイン：多業種対応 マルチモーダル：様々なモビリティの自在な連携

マルチパーパス：多目的対応

参考：コンピュータにおける専用システム→共通・汎用化→クラウド化

参考：コンピュータにおけるIoT(Internet of Things)

小売

農業

設備

×

×

×

調べる

運ぶ

汎用的なロボット様々な業種業種専用

事業個別のミッション 調べながら運ぶ

参考：コンピュータにおけるマルチプロセス化、ビッグデータ活用

：
：

多様なミッションの
データを集積

単一モビリティでミッションを達成

モビリティの固定的な連携

様々なモビリティを自在に連携させ
それぞれの機能を活かして

ミッションを達成

人が介在：場所・稼働に制限

使えるものを
使う

航続距離等に制限

報告書抜粋報告書抜粋



2. ビジョン

2.2 ユースケース
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ユースケースの概観
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電気
ガス
水道*

運搬

災害
対応*

避難誘導

インフラ/公共

ごみ処理

清掃
環境
調査

林業農業* 水産業

第一次産業

建設
製造業

鉱業

第二次産業

小売*
医療*
福祉

宿泊

第三次産業

飲食* 生活* エンタメ*

要救助者
救助

応急処置

避難所へ
物資輸送

バッテリー
の運搬

ごみ・資源
回収

清掃

水量調査

人流調査

気象調査

公害調査

農薬肥料
水散布

種苗
植え付け

土作り

収穫 植付け

寒伏せ
雪払い

間伐
伐採

養殖池の
給餌

養殖池の
清掃

鉱脈調査

資材搬入

作業補助

生活物資
輸送

陳列

送迎

部屋への
案内

調理

席案内

配膳

通学
見守り

料理
代行

清掃
代行

バーチャル
旅行

ベッド
メイク

食事配膳

清掃

空撮

観光案内

広告宣伝

警備*

危険運転
検知追跡

作業

鉄塔電柱
の点検

電線点検

下水道の
点検

発電設備
の点検

生育状態
把握

鳥獣対策

農作物の
輸送

生育状態
把握

鳥獣対策

木材の
輸送

生育状態
把握

梱包

海産物の
輸送

漁業被害
の検知

作業状況
監視

ペット散歩
代行

雪下ろし
代行

トラブル
監視

防犯 酔客検知

食い逃げ
追跡

被害状況
把握

遠隔診療

病室への
配膳

院内清掃
消毒

薬・検体
の配送

水の運搬

ガスの
運搬

不法投棄
監視

調査

電波中継

要救助者
捜索

藻の除去

資材搬出

不審者
侵入検知

作業状況
監視

不審者
侵入検知

商品
搬入出

受付

洗濯
代行

手荷物
運搬

遠隔診療
補助

運輸*

線路の
点検

道路の
点検

点検資材
の運搬

修繕資材
の運搬

橋梁の
点検

生活物資
輸送

土地調査

…次ページ以降で詳述

清掃

代替輸送

*

A B C D E F G H I J K L M N O P Q

広域監視

巡回警備

貴重品
の輸送

資機材
の運搬

見守り

交通誘導

ドローンシ
ョー

報告書抜粋報告書抜粋



2. ビジョン

2.2 ユースケース
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ユースケースの机上検証

10

中間報告書で提示した各分野のユースケースについて、以下の観点から各分野の関連事業者・団体にヒアリングを実施。
全体を通じて、次のような御意見をいただいた。各ユースケースごとの詳細は、次ページ以降に記載する。

・ペイロードが小さいため、他のモビリティ・ロボットとの役割分担が必要だ（農業、生活）

・ロボットが働きやすいインフラの整備が必要だ（農業、生活）

・通信費の高さがネックとなっている（インフラ、農業、生活）

ユースケースの実現性はどうか。実現あたっての障壁として、どのようなものが考えられるか

妥
当
性

網
羅
性

問い

御意見

ご意見

問い 社会的・経済的に重要なユースケースが漏れていないか

実現性

実現の障壁

運用面・技術面・コスト面の３点についての多くの御意見を頂いた

運用面

技術面

コスト面

・平時と災害時のロボットの流用では、運用方法を関係者間で事前に整理しておく必要がある（災害）

・分野間のマルチユースでは、需要偏在への対応がポイントとなるだろう（インフラ、生活）

○ 労務費の削減、効率化だけでなく、働く人や利用者の安心・安全、負担軽減も重要
○ AI、IoT機器、他のモビリティ等との連携により、さらなる価値が見込める

考えられるユースケースは概ね記載されている（全分野）

（インフラ・農業、医療）

（インフラ、農業、医療、生活）

報告書抜粋報告書抜粋



2. ビジョン

2.3 経済性分析
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全体結果（ユースケース別市場規模）

11

試算対象のユースケースの市場規模の合計額は、2030年代に1兆円、2040年代に3兆円に到達する試算。

利用頻度、対象人数・施設数の多い物流・警備用途は必要な機体数も多く、市場の活性化に大きく貢献と予測。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050（億円）

運搬系

【生活】ラストワンマイル物流

【医療】薬・検査キット配送

調査系（監視用途）

【警備】施設警備

【警備】交通事故リスク検知

【生活】通学路見守りサービス

作業系（農業用途）

調査系（点検用途）

調査系（農業用途）

【インフラ】鉄塔点検

【インフラ】送電線点検

【インフラ】発電所点検

【インフラ】橋梁点検

【農業】生育状態把握

【農業】農薬散布

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.1ストラテジービュー
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自律移動ロボット普及のためのストラテジー

12

多様な自律移動ロボットを分野横断・多用途で活用することで、安全性・信頼性、社会受容性、経済性、
技術・人材を相乗的に高めるポジティブループを回していくことが重要。この際、ユースケースの検討を通じ
て得られた経済効果をドライバーとすることで、ポジティブループが回り始めていくと考えられる。

安全性・信頼性
社会受容性

技術・人材 経済性

経済性が高まること
で一層の利用拡大
に向けて安全性信
頼性、社会受容性
の実現に向けた投資
が増える。

技術水準の向上により経済性が高まる。

安全性・信頼性、
社会受容性の向
上により、自律移
動ロボットの利用が
拡大する。

経済性が高まることで技術・人材への投資が増える。

技術水準の向上によ
り安全性・信頼性、
社会受容性が高まる。

安全性・信頼性、社会受
容性の向上により普及が
促進し、従事者が増える。

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.2オペレーショナルビュー
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オペレーショナルアーキテクチャのコンセプト

恒常的
運行禁止
エリア

一時的
運行禁止
エリア

運行可能エリア

空間情報を流通
させるシステム

運行をマネジメントするシステム

空間の接触・危害リスク

運行経路
衝突回避情報
移動可能エリア

自律移動ロボット情報
ミッション結果

情報や取引を
仲介するシステム

自律移動ロボット情報
ミッション結果

ミッション結果ミッション

利用者

サービスを提供
するシステム

サービス
の提供

ミッション実行先

位置情報 ミッション
※運搬、調査、作業等

連携

利用

自律移動ロボット
の空間情報

ミッション

自律移動ロボット情報

安全をマネジメントするシステム

IoTインフラ

空間情報
※天候、電波、
障害物等

接触・危害の
リスク基準

運行に関する
ルール

サービスの
提供依頼

様々な機能やデータを自在に組み合わせて、サービス提供やデータ分析に利用できるようにするために、レ
イヤー・モジュール構造やそれら繋ぐインターフェースの在り方を具体化していく。

13

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.2オペレーショナルビュー
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オペレーショナルビュー（運用フェーズ）

14

サービス提供依頼

サービス
提供依頼

空間情報を流通させる
システム
ope.8

空間情報を
提供する

運行をマネジメントするシステム
ope.3

運搬/調査/作業サービスを提供する

情報や取引を仲介するシステム

サービスを提供するシステム
ope.2

サービスを提供する

利用者

サービス提供依頼

ope.4

ルートを指示する
ope.5

監視する
ope.6

衝突回避を調整する

自律移動ロボット

IoTインフラ

人流、地物
等の情報

ope.7

空間情報を
収集する

自律移動
ロボットの
位置等

ope.1

サービスを
利用する

ope.9

運搬/調査/作業する

ルート 自律移動ロボット状態 衝突回避ルート

ope.10

異常接近/故障
を監視する

自律移動ロボット以外
の故障情報

ope.11

緊急退避する

[異常接近/
故障検出]

ope.12

IoTインフラ（充電設備・待機場・通信設備等）を提供する

エネルギー 通信環境

稼働状況

運搬/調査/作業
サービス

サービス

人流、地物等の実績データ

安全をマネジメント
するシステム

ope.14

ヒヤリハット情
報を蓄積する

ヒヤリハット
情報

ヒヤリハット
情報

ope.13

運用データを管理する

人流、地物等の実績データ

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.3サービスビュー
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サービスアーキテクチャのコンセプト

15

品質、安全性・信頼性、価格に優れておりニーズにマッチした多種多様なサービスが提供・利用されるために、
組織・システムの認証、インセンティブ・エンフォースメント、投資の促進、デファクト・デジュールスタンダード
化の在り方を具体化していく。

認証サービス

自律移動ロボット・
IoTインフラサービス

空間情報流通
サービス

運行管理
サービス

情報・取引
仲介サービス

対価対価提供

提供 提供

対価

ユーザー
サービス

政府・自治体・業界団体等

利用者

提供

対価

投資サービス

国、自治体、
消費者、インフラ・
物流・農業事業
者 etc...提供

対価

認証 投資

インセンティブ・エンフォースメント
デファクト・デジュールスタンダード化

情報 リターン

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.4 社会実装に向けた施策
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施策一覧

16

運用パフォーマンスに基づく安全マネジメント

サブシステムの急速な変化に対応するVT*認証

動的な相互認証によるシステムオブシステムズの実現

１

3

4

2 動的なリスク変化に応じた運行

安全とイノベーションを両立するアジャイルガバナンス

ステークホルダーとの信頼関係構築5

6

Robot as a Serviceの実現7

アーキテクチャの継続的な更新9

10 リーダー・アーキテクト・プロフェッショナルの育成

8 利用・投資を促進するインセンティブ・エンフォースメント

空間情報基盤の整備

動的かつ精細なリスク評価基準の整備

動的なリスク変化に応じた運行管理

2.1

2.2

2.3

インフラの共同整備・共同利用化

機能の組み合わせを実現するモジュール化

7.1

7.2

中長期的な利用計画の公表・履行

アーキテクチャに基づいたシステム調達

8.1

8.2

*VT: バーチャルテスト

報告書抜粋報告書抜粋
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これまでの議論とコメント（安全性・信頼性、社会受容性の観点）

安全性・信頼性に関しては、空中・地上リスク評価のあり方や災害時も含めた運航管理、データを用いた安全性・信頼性向上、
さらに、それらの社会実装についてコメントいただいた。
社会受容性に関しては、ドローンの価値とリスクについて住民等ステークホルダーとの対話の必要性、事故対応時に事業者への
過度な負担が発生することの懸念についてコメントいただいた。

データを用いた
安全性・信頼性確立

（SG②）

動的なリスクに対応した運航管理（SG①）

動的かつ精細なリスク評価と対応運航管理システム・機体・運用コンセプト
● 空中リスク・地上リスクの評価のあり方と安全性・信頼性および経済合理性を両立する運
航管理方法の確立、さらに、社会実装に向けた環境整備とそのプロセスの確立が必要

● 災害時の運航管理方法の確立が必要

社会受容性の確立（SG②）

飛行情報共有・
分析技術の開発

● 運航データ・事故デ
ータを安全性・信頼
性向上に活用すべき

外部リスク
への対処

内部リスク
への対処

HW
(環境)

SW
(サイバー攻
撃等)

社会受容性

ドローンの価値理解・住民の不安への対応
● 平常時・災害時におけるドローンの価値とリスクについて、自治体と連携した住民等ステー
クホルダーとの対話が必要

SoSを踏まえたサイバーセキュリティへの対応

安全性
・

信頼性

事故時の対応の確実化
● 事業者に対する過度な責務が発生しない責任の所在と範囲の明確化が必要

検討テーマと主なコメント分類

HW

SW
システムの安全性・信頼性論証

施策2

施策4

施策5

施策6

施策
1(C,D,E)

施策6

施策3

報告書の施策番号

● 安全な飛行のために最新のファームウェアにアップデートしておくことが重要

17
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IoTインフラの共同利用・共同整備（SG③）

これまでの議論とコメント（経済性、技術・人材の観点）

経済性に関しては、政策も含めた市場拡大の後押し、モビリティとインフラの連携のインターフェースや相互運用方法の標準化に
よる新たな価値創出およびコスト削減、さらに、データを用いたイノベーション創出等のコメントをいただいた。
技術・人材に関しては、各テーマにおける技術開発の必要性と人材育成の重要性についてコメントをいただいた。

データを用いた
イノベーションや
効率化の実現

政策的な市場拡大の後押し
ドローン導入のインセンティブやエンフォースメント

● ドローンビジネスとコスト構造の分析および国による戦略的なドローンの活用やインフ
ラの整備を含めた産業振興が必要

人材育成

飛行情報共有・
分析技術の開発

● 運航データ・事故デー
タを保険や新サービス
に活用することが必要

売上
拡大

費用
削減

市場拡大
(客数増加)

価値向上
(単価増加)

● 人材の育成が必要

価値あるサービスの提供（SG②）

サービス提供に必要な各処理のモジュール化(as-a-Service化)の実現
● 各モビリティとインフラの組合せによる価値創出、および、他業種とのサービス連携に
よるイノベーション創出につなげることが必要

共同利用・共同整備を実現するための標準化の実現
● 各モビリティとインフラとのインターフェースや相互運用方法の標準化が必要

経済性
(利益の
向上)

検討テーマと主なコメント分類

モノの費用

技術・人材

ヒトの費用

技術開発

テーマ毎に実施

施策8

施策7.2

施策7.1

施策10

施策1(A,B)

報告書の施策番号

18



3.アーキテクチャ

3.4 社会実装に向けた施策
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動的かつ精細なリスク評価基準の整備の取組の方向性(2/2)

19

空間情報と、運行の構成要素である「運行者・情報システム・機体」等を総合的に考慮したリスク評価基
準を検討していく。実現に当たっては、空間情報から導出されるリスクの定義・定量化と、運行管理が持つ
運行者、情報システム、機体によるリスク低減機能の定義・定量化、また、それらの真正性や妥当性保証
について検討していく。

評
価
基
準

空間情報を
流通させるシステム

空間情報から
算出されたリスク

運行者、情報システム、
機体によるリスク低減

運行者

運行をマネジメント
するシステム

機体

< 許容範囲

空間情報
(リスク因子)

運行管理の能力
（リスク低減機能）

各事業者は、リスク評価に基づいて

地物や飛行体との衝
突リスク 等

リスク、リスク低減機能
それぞれの定義と定量化

リスク低減能力が虚偽でないこと
(真正性・妥当性)の保証→施策1、3、4

となるように運用

運行をマネジメント
するシステム

             
    
         

機体      

             
    
         

機体      第三者への
加害リスク 等

気象や電波障害
への遭遇リスク 等

運行実績、組織管理状況 等

機体性能、機体整備状況 等

システム機能品質や、システムセ
キュリティ 等

2.1

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.4 社会実装に向けた施策

Copyright © 2022 IPA

動的なリスク変化に応じた運行管理の取組の方向性

20

自律移動の技術水準向上を加味しながら、運行管理を構成する「運用者、情報システム、機体」の機能分担の在り方や、
その中でも動的なリスク評価に基づく安全な運用を実現するために情報システムが持つべき機能の具体化と、システム間
連携の標準化を中心について検討していく。

運行管理システムA

空
間
情
報
管
理

経
路
計
画

遠
隔
監
視
・
指
示

リ
ス
ク
評
価

運行管理
システムB

統合管理システム

!

運行管理システム間の連携(統合管理)の検討

システムと機体間の連携の検討

運行管理の検討

管理者による
複数機運用

同一空間での運用

・空間の密度に応じた最適な統合方式の検討
・空間情報を流通させる仕組み(施策2.3)の活用検討

様々なメーカーの機体が、適切に運行管理シ
ステムと連携するための、機能・インタフェースの
在り方の検討

システムと機体間の連携のアーキテクチャ整理

動的なリスク評価を
運用に反映する手法の
検討

複数機運用に求められ
る運用技術の検討

OTA、AIを考慮した機体、
システムの認証のあり方検
討→施策3で検討

技術水準向上を考慮した、
正常時、異常時それぞれの
役割分担検討
※法的責任や補償のあり方等、ガバナ
ンス面は施策6で検討

運
用
者

情
報
シ
ス
テ
ム

機
体

連携の構成、機能分担が論点

2.2

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.4 社会実装に向けた施策
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ステークホルダーとの信頼関係構築における取り組みの方向性

21

ユーザー層からの「共感獲得」とファクトに基づく「リスク評価」の2つの目標を実現するために、事業へのステ
ークホルダーの巻き込み、事業者による情報収集・共有、ステークホルダーとのマルチチャネルでの対話、専門
家等のコミュニティによるリスク分析といった仕組みを検討していく。

事業者

共感の獲得

専門家・
有識者層

ユーザー層
(個人・地域)

ファクトの提示
(行政・業界団体経由もありうる)

経験に基づく意見

分析に基づく意見

行政・業界団体等
ファクト公開・改善の促進

共感・経験
ベースの

比較・判断

知識・分析
ベースの

比較・判断

理解しやすい説明

支援

支援

ステークホルダーに応じた
マルチチャネル対話

専門家等による
コミュニティ組成・運用

事業の企画から運用まで
ステークホルダー巻き込み

シビックテックも活用して
情報収集・共有

5

報告書抜粋報告書抜粋



3.アーキテクチャ

3.4 社会実装に向けた施策
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インフラの共同整備・共同利用化の取組の方向性

22

安全かつ効率的な運行を実現するために、IoTインフラの積極的な利活用を念頭に、モビリティとIoTインフラ側の機能分
担の明確化を検討していく。また、利用者のニーズに応じた柔軟なインフラサービスの提供を目指して、各インフラを自由に組
み合わせることができるように、移動式・可搬式のインフラ等も視野に入れ、インフラ連携の規格を整備を検討していく。

H
緊急退避場

リスク低減措置
エリア離着陸場

充電ステーション
歩道

H
駐機場

緊急車両
既存モビリティ

UGV
(サビロボ等) UAM

(ドローン等) 自動運転車

通信機器

監視カメラ
ITS無線路側機

(信号情報)

…

IoT
インフラ

連携の標準化

モビリティ

提供価値

安全・安心

低廉なコスト

UI/UX

多様なサービス
ラインナップ

持続可能性

…

…

…
識別子

データ
モデル

通信規格 サイズ規格 機能規格

検討の進め方のイメージモビリティ・機能の自由な組み合わせのイメージ

自由な
組合せ

インフラアーキテクチャの検討

インフラ毎の開発ロードマップ

技術開発及び
標準化活動

整備・普及に
向けた取組

共同利用の促進

7.1

報告書抜粋報告書抜粋
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３．アーキテクチャの検討の進め方
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ドローン普及の加速には安全性・信頼性・社会受容性、経済性、技術・人材を相乗的に高めることが重要。安全
性・信頼性・社会受容性を高める施策１〜６、経済性を高める施策７〜８、技術人材を高める施策１０につ
いて、社会実装に向けた具体化を本検討会・スタディグループのテーマとして、検討を深めていく。

ドローン社会実装を加速する検討テーマ

24

安全性・信頼性
社会受容性

技術・人材 経済性

運用パフォーマンスに基づく
安全マネジメント

１

動的なリスク変化に応じた
運行

2

サブシステムの急速な変化
に対応するVT*認証

3

動的な相互認証によるシス
テムオブシステムズの実現

4

ステークホルダーとの信頼関
係構築

5

安全とイノベーションを両立
するアジャイルガバナンス

6

Robot as a Serviceの実
現

7
利用・投資を促進するイン
センティブ・エンフォースメント

8リーダー・アーキテクト・プロフ
ェッショナルの育成

10
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空モビリティアーキテクチャ検討会
*各スタディグループ等検討結果の共有、技術・人材を議論

安全性・信頼性、社会受容性、経済性のそれぞれの達成に必要な目的・目標を実現する解決手法（アルゴリズ
ム等）やその解決手法に必要なデータに関する要件を検討するスタディグループと、その要件を達成するため共通基
盤（ID・データモデル・トラスト）について検討するスタディグループ及び検討会を設置する。

社会実装に向けた検討テーマを具体化する検討会・スタディグループの構成

25

サービスを提供するシステム

運行をマネジメントするシステム

機体ID
[出発地、目的地、
希望日時...]

物流等のサービスの提供

飛行経路の設定

飛行サービスID
[出発地、目的地、
確定日時...]

空間情報を流通させるシステム

空間情報の提供

空間ID
[地物、人流、
他機体...]

空間ID
[空間範囲、日時...]

解決手法（アルゴリズム等）検討 共通基盤（ID・データモデル・
トラスト）検討

ID・データモデル
・トラストスタディ

グループ
※空間情報に関するID・デー
タモデル・トラストは「3次元空
間情報基盤アーキテクチャ検

討会」で検討

実証事業者
(ReAMo、産業DX)、
JUTM等と連携

３次元空間
情報基盤

アーキテクチャ
検討会

安全性・信頼性スタディグループ

例) 動的リスクに基づく飛行可能エリアの判断方法の
確立[施策２]

実証事業者(ReAMo、産業DX)、
JUTM、京都大学等と連携

社会受容性スタディグループ

例) 周辺住民の理解醸成、参画方法の確立
[施策５]

実証事業者(産業DX)、JUTM、
京都大学等と連携

経済性スタディグループ

例) 稼働率向上を実現するマルチモデルの実現方
法の確立[施策7]

実証事業者(産業DX)等と連携

検討会・スタディグループの構成案

要件

要件

要件

自律移動ロボット将来ビジョン検討会

検討会・スタディグループにおける検討事項

ドローン 飛行計画の決定におけるオペレーショナルビューの一例

アルゴリズムに必要なデータ連携を実現する

共通基盤（ID・データモデル・トラスト）
を検討

安全性・信頼性、社会受容性、経済性の達成に必要
な目的・目標を具体化した上でその達成に必要な

解決手法（アルゴリズム等）を検討

システム間で
連携が必要な
データの要件

NEDO「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業/3次元空間情報基盤に関する研究開発」採択事業者 ＜https://www.nedo.go.jp/content/100950660.pdf＞

https://www.nedo.go.jp/content/100950660.pdf
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4．まとめ
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まとめ

皆様からの意見を踏まえアーキテクチャの設計を進め、報告書の取りまとめを実施した。

今後は社会実装に向けたアーキテクチャの具体化を進めるとともに、NEDOの産業DX事業等において
アーキテクチャの検証を行う。

そのために、各施策について「安全性・信頼性」「社会受容性」「経済性」「人材・技術」の面から深掘り
すべく、複数のスタディグループを組成して、実証事業や制度設計につながる検討を進める。

皆様へのお願い事項
● スタディグループの議論への参加をお願いしたい。
● 各テーマに対する具体的なソリューションについて、参加者の皆様が考えているアイデアや、

国内外の最新動向などの共有をお願いしたい。
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